
 
平成 26 年 6 月 5 日 

食品表示部会「第７回加工食品の表示に関する調査会」 

における提案内容に対する意見 

 

        
消費生活アナリスト 板倉 ゆか子 

 
第 7 回調査会前日の最新の資料では、第 5 回において委員から出た要望や質問等に対する対応が十分され

たものとは言い難いと感じています。 
 
１．製造所固有記号制度について 

製造所固有記号制度が危害の拡大防止を図るために食品衛生法で義務化されたものということですが、制度

がスタートしてから 50 年過ぎ、状況も変化しているので、再度、さまざまな点を考慮して検討を加えるべ

きです。また、提案者は、その際にそれなりの根拠を示して説得するべきだと思います。 
 
危害の拡大防止については、まず、リコール制度の充実が必要です。実際で使われている製造所固有記号

の数の把握がされなければ機能しない状態であるなら、それを効率的にどう改善するのか、いくつかの方策

の費用対効果を示すべきです。 
危害の拡大防止のためには、緊急時に簡単に原因食品の製造者名を突き止める他、その製造者で製造して

いて同様の危険性のある商品の有無やその商品の販売者名、商品名、販売地域を把握する必要があります。 
 その際には、製造者固有記号だけでなく、製造ロット等の把握も重要になるので、製造所固有記号の廃止

だけで制度が完成するとは思われません。 
なお、この資料には、「副次的な効果として、商品を購入する消費者も、製造所の所在地情報を得ることが

できる。」と書かれていますが、製造所固有記号に関する手引き（ Ｑ ＆ Ａ ）消費者庁食品表示課（ 平成

21 年９ 月）（ 平成 23 年２ 月一部改正） http://www.caa.go.jp/foods/pdf/syokuhin11.pdfに、問２－２と

して以下の回答が書かれています。 

 
また、以前から乳等省令により製造者名に表示義務のあった商品群もあります。 
なお、食品以外の飲食物である医薬品及び医薬部外品では、製造者名、販売者名が両方記載されています。 
 
このようなことから、食品にも製造者名が書かれるべきと考える消費者がいるのは当然といえます。 
しかし、消費者で製造所固有記号により代替されていることを把握している人はわずかと考えられ、2007

年 12 月から 08 年 1 月におきた中国産冷凍餃子事件や原発事故、国産冷凍食品の事故によりわずかずつ「販

売者と製造者があり、製造者名が表示されていない」ことを知ることになったと感じています。 
そこで、実際にどの程度が製造者名の表示を希望しているのかについて、インターネットで検索をしたと

ころ、国民生活センター及び日本生活協同組合連合会で食品表示に関するアンケート調査の結果がヒットし

ましたので、その関連部分の画像を参考資料１,２として次頁以下に貼り付けました。 

問２ － ２ 製造所固有記号を利用することにより、製造所が消費者には分かりませんが、どのようにすれ

ばよいでしょうか？ 
（ 答） 

製造者及び製造所所在地の表示については、表示面積が小さいことにより全てを表示できないこと等を勘

案して、例外的に製造所固有記号の表示に代えることができるとされています。そのため、消費者等から製

造者及び製造所所在地についての問い合わせがあった場合には、すぐに回答できるよう、既に届け出ている

製造所固有記号を一覧にまとめ、問い合わせ窓口に備えておくなどの対応が必要です。また、問い合わせが

多い場合には、インターネットなどの媒体を通じて、製造者及び製造所所在地を情報提供することも有効で

あると考えられます。 

追加配布資料１ 板倉委員提出資料 

 1 

http://www.caa.go.jp/foods/pdf/syokuhin11.pdf


2002 年（平成 14 年）10~11 月に調査された国民生活センターの国民生活動向調査では、「図３. 食品を

購入する際に、価格や量目以外で重視する表示(全体)」では、「卸業者名等の流通業者名」が 7.9％に対し「製

造業者名」28.2％となっていますが、食品の表示に対する不満(全体)には、これらの選択肢がありません。 
2005 年 10 月に調査された日本生活協同組合連合会の食品の表示と保存方法アンケートをみると、購入時

確認する表示としては、「メーカー名」は 51％あり、「食品の表示に対する不満には販売者名だけで製造者名

が書かれていないものがある」は 31%で、不満の中では、真ん中より上に位置しています。 
以上から、10 年前であっても、消費者は、製造者名を販売者名よりは気にかけており、半数以上は確認し

ており、食品の表示に対する不満として「販売者名だけで製造者名が書かれていないものがあること」につ

いては、3 割の人は不満があることになります。 
なお、第 5 回のこの調査会で、製造者名に関する国民生活センターでの苦情件数に話が及びました。国民

生活センターで例年実施している国民生活動向調査から、消費者の苦情は最初は販売者や製造者が受け、そ

こで解決した場合には、各地の消費生活センターの窓口には届かないと推察しています。また、苦情はメデ

ィアの影響を多く受けます。ですから、数だけに注目するよりもどういった内容があるのかを知っておくべ

きだと思います。しかし、残念なことに製造者名や製造所固有記号についてはキーワードがありませんので、

事例に掲載されたわずか数行の概要から全体像を把握するのは困難です。また、国民生活センターでは、メ

ディアにはキーワードのない事柄でも数例の事例の提供をしますが、一般からの問合せには対応していませ

ん。しかし、前回事例を示してほしいと言われましたので、一般でも閲覧できるサイトを探し、国民生活セ

ンターのサイトの相談事例・判例 > 各種相談の件数や傾向 > 食品の表示・広告［2014 年 5 月 30 日:更新］

の最近の事例から 
・菓子類や缶詰類に、販売店名は表示されていても、製造者名の記載がないことがある。表示してほしい。 
という事例をみつけました。 
また、日本消費経済新聞に掲載された記事の中に記載された事例を参考資料３としてその画像を貼り付け

ました。 
なお、国民生活センターのサイトにある消費生活相談データベース（ＰＩＯ－ＮＥＴより）は、キーワー

ドによる検索が誰でも可能なため、この検索システムで得た情報を 2010 年 12 月発行の「最新版食品の適正

表示マニュアル」に掲載したので、その画像を参考資料４として貼り付けてあります。 
10 年前より製造者に関心があると思われる現在、消費者が「製造したのは誰」という素朴な疑問に表示で

どの程度答えるべきかは、このような情報から判断できると思っています。 
なお、表示義務化の際に、小規模事業者にとって、製造所固有記号の廃止にどのような難しさがあるかに

ついては、十分に把握できておりません。制度を新しくしたり、変更するに際して、抵抗はつきものです。 
廃止によりどのようなデメリットがあるかについても、具体的な根拠を基にご説明戴きたいと思っていま

す。なお、どこで作ったかという点については、残念ながら、消費者にどの程度の関心があるのかは、把握

できませんでした。 
 
 

 

 

参考資料１ 

平 成 １ ５ 年 年 ２ 月 ６ 日 発 表  国 民 生 活 セ ン タ ー 第 ３ ３ 回 国 民 生 活 動 向 調 査 ・ 要 約 

www.kokusen.go.jp/pdf/n-20030206_4.pdf より 
〔調査の概要〕 
（１）母集団 政令指定都市および東京２３区に居住する世帯人員２人以上の世帯の２０歳以上６９歳以下

の“一家の中で、家庭生活の切り盛りと管理に責任を持つ女性” 
（２）調査対象数 ３，０００   
（３）抽出方法 層化二段無作為抽出法  
（４）調査方法 郵送法 
（５）調査時期 平成１４年１０月２４日～１１月２６日 
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参考資料 2 

生活データＮＥＷＳ ２００５年１月 日本生活協同組合連合会「食品の表示と保存方法アンケート」 
    http://prw.kyodonews.jp/prwfile/prdata/0127/release/200501133814/seikatsudata.pdf 

 
2.調査方法 

9 生協（いばらきコープ、とちぎコープ、コープぐんま、ちばコープ、さいたまコープ、コープとう

きょう、コープしが、京都生協、大阪いずみ市民生協）のご協力をいただき、インターネット注文シス

テム（ｅフレンズ）利用の組合員に、インターネットを通してアンケート調査を実施しました。 
調査実施日は 2004 年 10 月 6 日～17 日、有効回答者数は 2,392 人です。性別は、女性 98.4％、男性

1.6％。年齢分布は、20 代 5.9％、30 代 44.6％、40 代 31.3％、50 代 14.9％、60 代以上 3.4％でした。
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参考資料３  
日本消費経済新聞 201404.25 第 3 面より 

 
 
 
 
参考資料４  
最新版食品の適正表示マニュアル 278 頁 2010 年 12 月 29 日発行 (株)サイエンスフォーラム 

 
 
 
 
２．アレルギー表示の制度について 

アレルギー表示の制度について、提案をされるなら、まず、現在、どのような食品に表示義務があるのかを

示すべきです。 
アレルギー物質を含む加工食品の表示ハンドブック（加工食品製造・販売業のみなさまへ）には、アレル

ギー表示のために必要な知識として表示の範囲が示されています（次頁参考資料５）。それが問題ないかどう

かも考慮すべきです。 
 「野菜、果実、鮮魚介類等の生鮮食品（細切、乾燥等簡易な調理、加工のみが施された食品を含む。）に保

存料、酸化防止剤、殺菌剤、防虫剤、被膜剤等の添加物を食品の保存の目的で使用、添加した場合であって

も当該食品は、生鮮食品としての要件を欠くとは考えられないので加工食品とはみなされない。」【生鮮食品

に添加物を使用した場合の標示について（昭和 45 年８月１日環食第 330 号）】という通知から、生鮮品であ

って、包装されていても、食品添加物でアレルギー物質由来の殺菌剤等が使用されたとしても、表示義務は

ないと考えられることで、問題が起きる可能性はないのでしょうか。 
 

また、現在のアレルギー表示で、問題といわれている点については、ヒアリングで浮かび上がった結果だ
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け、記述がされていますが、アレルギー表示の対象が特定品目だけなのか、あるいは推奨品目も含まれてい

るのかがわかりにくいという点については、表示で改善すべき点はないのでしょうか。 
また、アレルギー物質の（ ）内の表示の順はアレルギーの由来になる原材料の多い順に並んでいると思

っている患者の方がおいでのようですが、アレルギー表示の順番は決まっていないことは、どこかに明記さ

れているのでしょうか。 
さまざまな問題点の全体像を把握してから、重要で早急に変更を要するところから議論に入るべきだと感

じています。 
 
参考資料５  
アレルギー物質を含む加工食品の表示ハンドブック（加工食品製造・販売業のみなさまへ） ５頁 
 2 アレルギー表示のために必要な知識 
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